
様式第１（第１条、第９条、第１８条、第１８条の３関係） 

 

指 定 申 請 書 

 

年  月  日 

 

都道府県知事 殿 

（特定市町村の長） 

（経済産業大臣） 

 

 住 所 

名 称 

代表者の氏名  

 

計量法第２０条第１項（計量法第１６条第１項第２号イ、計量法第１１７条第１項、計

量法第１２１条の２）の指定を受けたいので、同法第２６条（同法第１０６条第１項、同

法第１２１条第１項、同法第１２１条の７）の規定により、申請します。 

１ 指定の区分 

２ 事業所の名称及び所在地 

３ 特定計量器の種類 

４ 地域ブロックの区分 

 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とすること。 

２ 第３項及び第４項の事項は、第９条第２項の規定により検定の種類を変成器付電気

計器検査、法第７８条第１項（法第８１条第２項及び法第８９条第３項において準用

する場合を含む。）の試験及び法第９３条第１項の調査以外のものに限定する場合に限

り記載すること。 

  



様式第１の２（第２条の４、第１０条の４、第１８条、第１８条の７関係） 

 

指 定 更 新 申 請 書 

 

年  月  日 

 

都道府県知事 殿 

（特定市町村の長） 

（経済産業大臣） 

 

 住 所 

名 称 

代表者の氏名 印 

 

計量法第２０条第１項（計量法第１６条第１項第２号イ、計量法第１１７条第１項、計

量法第１２１条の２）の指定の更新を受けたいので、同法第２８条の２（同法第１０６条

第３項において準用する同法第２８条の２、同法第１２１条の１０において準用する同法

第２８条の２）の規定により、申請します。 

１ 指定の区分 

２ 事業所の名称及び所在地 

３ 特定計量器の種類 

４ 地域ブロックの区分 

 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、

署名は必ず本人が自署するものとする。 

３ 第３項及び第４項の事項は、第１０条の４において準用する第９条第２項の規定に

より検定の種類を変成器付電気計器検査、法第７８条第１項（法第８１条第２項及び

法第８９条第３項において準用する場合を含む。）の試験及び法第９３条第１項の調査

以外のものに限定する場合に限り記載すること。 

 

  



様式第８（第２０条関係） 

 

電磁的記録媒体提出票 

年  月  日 

 

経済産業大臣殿 

 

 住 所 

名 称 

代表者の氏名 印 

 

計量法第   条第   項の規定による申請に際し提出すべき書類に記載すべきこと

とされている事項を記録した電磁的記録媒体を以下のとおり提出いたします。 

本票に添付されている電磁的記録媒体に記録された事項は、事実に相違ありません。 

１ 電磁的記録媒体に記録された事項 

２ 電磁的記録媒体と併せて提出される書類 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 法令の条項については、当該申請の適用条文名を記載すること。 

３ 「電磁的記録媒体に記録された事項」の欄には、電磁的記録媒体に記録されている

事項を記載するとともに、二枚以上の電磁的記録媒体を提出するときは、電磁的記録

媒体ごとに整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載すること。 

４ 「電磁的記録媒体と併せて提出される書類」の欄には、当該申請の際に本票に添付

されている電磁的記録媒体に記録されている事項以外の事項を記載した書類を提出す

る場合にあっては、その書類名を記載すること。 

５ 「押印」の欄には、押印をすることとされている書類について電磁的記録媒体によ

る手続を行う場合にあっては、押印をすること。 

６ 電磁的記録媒体には、次に掲げる事項を記載すること。 

 一 提出者の氏名又は名称 

 二 提出年月日 

７ 該当事項がない欄は、省略すること。 

 

 


